































































































































































































































































































































































































ω 大住達雄「株式会社会計の法的考察」 190頁，矢沢淳「企業会計法講義」 35頁。
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「理由書」が付せられた。この「理由書」から，つぎの諸点が明らかであるO
(1) 会計理論上の負債性引当金が， 「債務たる負債性引当金」と「債務でな
い引当金」とに区別されていること。 「債務でない引当金」を負債の部に計上
することは，秘密積立金の設定となって望ましくないと考えられている。
(2) 33条等との関係において，対人債務でないものを負債として計上するこ
とを許さないとする伝統的解釈がとられていること。退職給与引当金は従業員
等が債権者であり，納税引当金は国家が債権者であるとみられているO
(3) 停止条件付債務・不確定期限付債務および金額不確定債務を「負債たる
引当金」として認めていること。そこで未確定な債務が財産計算ないし配当計
算に参加することとなるO
(4) 法律上の債務でないものは，これを貸借対照表の負債の部に計上しては
ならないこと。それは法律上の権利でないものを貸借対照表の資産の部に計上
してはならないという考え方と同一基盤に立つものである。
そこにみられるものは，従来の商法解釈の延長であり，損益計算ないし収益
力表示の見地ではなし、。つまり，引当金を論ずるに当り，債務の有無を基準と
することは，費用の見越計上なる原因を無視して結果のみを強調することとな
り，正しい考察方法とはし、えなし、。引当金に関する「試案」の考え方に対して
は，健全な会計慣行を無視するものとして多くの反対意見が唱えられた。計理
体系委員会（昭和35年10月〉 も「『株式会社の計算の内容に関する商法改正要
綱法務省民事局試案』に対する意見書」のなかで，引当金について「費用の発
生原因が決算期以前にあって，支出すべき金額が不確定である場合には，相当
の金額を引当金として負債に計上すること」を提案した。
(1) 江村稔「期間費用の確定と引当金」会計80巻3号。
(2) 関西経済連合会「商法中株式会社の計算規定改正に関する意見」 （昭35.10），東京
商工会議所商事法規委員会「株式会社の計算の内容に関する商法改正要綱法務省民事
局試案に関する意見」（昭35.11）。
{3) 元来，負債性引当金を設定する目標は，損益計算における費用，収益の適正な期間
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「特定ノ支出叉ハ損失ニ備フル為ニ引当金ヲ貸借対照表ノ負債ノ部ニ計上ス
Jレトキハ其ノ目的ヲ貸借対照表ニ於テ明カニスルコトヲ要ス
①前項ノ引当金ヲ其ノ目的外ニ使用スルトキハ其ノ理由ヲ損益計算書ニ記載
スルコトヲ要ス」（287条ノ 2)
民事局試案は， 「債務でない負債性引当金」の計上を禁止したが，商法は逆
にこれを「引当金」として容認する立場へと転向したので、あるO 商法は，会計
慣行を考慮し税法上の取扱いを取り入れて，それらとの妥協ないし調整を図っ
たものと考えられるO しかしその計上を認めたのは， 「債務でない負債法引
当金」を負債とみたので、はなく，擬制負債（fictiousliability）とみての上のこ
的対応にある。これによって，毎期の適正な営業成績の算定表示を行ない，さらに将
来の支出にそなえて財務的な準備をなすのである。企業会計原則修正案注解18は，負
債性引当金を計上するための3つの要件を記している。そこでは，債務の存在もしく
はそれとの結び付きは重視されてはない。
「将来において特定の費用（又は収益の控除〉たる支出が確実に起ると予想され，
当該支出の原因となる事実が当期においてすでに存在しており，当該支出の金額を合
理的に見積もることができる場合には，その年度の収益の負担に属する金額を負債性
引当金として計上しJなければならない。製品保証引当金・売上割戻引当金・景品費
引当金・返品調整引当金・賞与引当金・工事補償引当金・退職給与引当金等が，負債
性引当金にふくまれる。なお企業会計原則修正案，貸借対照表原則四（ニ）のAおよびB
参照。
商法においても，将来の費用支出に備える負債性引当金を純財産計算のうちに考慮
することなくして，債権者保護のための純財産保全を企図することはできない。その
見積計上費用に照応する引当金項目は後の支出によって消失するから，そうした予想
マイナス部分を予め考慮することによって，純財産の保全が全うされるのである。
•(4) 法人税法上，引当金とされるのはつぎの6つである。貸倒引当金（法52）・返品調整
引当金（法53）・賞与引当金（法54）・退職給与引当金（法55）・特別修繕引当金（法
56）・完成工事補償引当金（法56の2）。しかし，租税特別措置法には多くの準備金が
含まれる。例えば，価格変動準備金・海外市場開拓準備金・中小企業海外市場開拓準
備金・海外投資損失準備金・証券取引責任準備金・違約損失補償準備金・渇水準備
金・異常危険準備金・探鉱準備金等。なお税務取扱上，債権償却特別勘定・返品債権
特別勘定・税金引当金・利子税引当金なども「引当金」として認められている。
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とである。 「債務でない負債性引当金」の負債性が，一貫して否定されている
ことは注目されてよし、。商法上の引当金は，特例として貸借対照表計上が認め
られた擬制負債であるから，設定の場合必ず引当金の部に記載されなければな
らなし、。逆に，負債は引当金の部に計上されてはならなし、。財産計算的見地は
法的負債と擬制負債の区別を要求するからであるO
「債務たる引当金」は，商法上の引当金のなかには含まれなし、。これについ
ては，商法に別段の規定はないが， 「商法計算規則」によれば，債務は，その
弁済期限の長短に応じ，貸借対照表の流動負債の部または固定負債の部に計上
しなければならない（27,28, 30条〉。ただ「条件付債務は， 第28条及び第30・
条の現定にかかわらず， 引当金の部に記載することができる」（33条〉 と規定
している。これは，債務としての評価を必要とすることと，従来の慣行を考慮
したためであろう。
条件付債務は，債務の発生または消滅が将来の不確定な事実の成否にかかっ
ている債務であるといわれるO それには，条件付の金銭債務のみならず，条件
付の金銭債務以外の債務もふくまれる。退職給与引当金は前者の例であり，製
品保証引当金，工事補償引当金は後者の例であろう。いずれにしても，条件付
債務は，会計理論上，費用・収益対応の原則に照らして，とくに他の負債性引
当金と区別されることはなし、。それは，長期前払費用と繰延資産の関係と同様
であるO なお納税引当金のような金額不確定債務は，条件付債務に入らない。
(5) 沼田嘉穂、教授は，期間的貸借概念にもとづいて，引当金を次期からの「費用の借
り」としてその負債性を説かれる（「商法の規定から見た引当金の実体について」会
計88巻1号， 「引当金並に貸倒引当金について」会計99巻1号〉。
(6) このように債務と債務でないものの並記を認めた規則33条に対しては，引当金の規
定（287条の 2）を設けた趣旨にかんがみて，法律解釈上，批判的意見が少くない（太
田哲三「貸借対照表および損益計算書の法定様式」企業会計15巻5号，竹内敏夫「新
財務諸表規則と『引当金』の諸問題」産業経理24巻 1号，保住昭一「株式会社の貸借
対照表および損益計算書に関する規則について」企業会計15巻6号〉。企業会計原則
（注16）引当金についてく貸借対照表原則四のに）のAの3項及びBの2項）参照。
(7) 上回明信「改正会社法と計算規則」 240頁。
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また退職給与引当金を，不確定期限付債務とする見解もあるO
商法において債務（条件付債務等を含む〉の計上は強制されているが（33
条〉，引当金の計上は任意とされているO このことは， 第1に引当金は債務で
はなく， とくに貸借対照表の引当金の部に計上することが許された「擬制負
債」と考えられているからであるO 第2に概念の不明確な引当金の計上を強制
し，これを計上しないで配当すると，違法配当としての種々の効果を発生させ
ることは，会社経営者にとり酷であり，また法の運営に当る司法関係者に困難
を強いることになると考えられたためで、あるO
商法は，単に「特定ノ支出叉ハ損失ニ備フル為ニ」と規定しているにすぎな
いので，引当金の意、味および範囲については，広い解釈が成り立つ。 「特定J
の意味は， 「支出または損失の生ず、る原因及び損失を蒙る資産等の対象物があ
る程度特定していることにより，その支出または損失がある程度特定していれ
ばよい」とされる。それは，必ずしも厳格に解する必要はなく，ある程度の具
体性と合理性があればよし、。結局は，社会通念または慣行によって定まるとさ
れるO しかも「支出叉ハ損失」とあるから， 「支出」のほかに「損失」にも備
えることができることとなり，特定の費用支出に限定する会計上の負債性引当
(8) 「期間損益計算の正確化のために引当金の設定が必要とされる場合であっても，商
法上の決算ではこれが無視されることがありうる。引当金の設定が法律上強制されて
いない理由については，繰延資産と同じくその計上することが合理的であっても強制
する必要のないものと認められるからである。」 （吉田昂「改正会社法」 155頁〉
「負債性引当金のうち重要性の乏しいものについては，これを計上しないことがで
きる。」 （企業会計原則修正案注解（1 ）。
(9) 田中誠二「前掲書」 578頁。
(10) 上田明信「前掲書」 100頁，商法学者の通説は，実質的にみて支出または損失の発
生が相当確実であって，それに備える引当額が当期の費用と認められることを要する
と解し， 「特定の支出」とは，将来支出することが確実視される費用たることを要し
（費用の見越し〉， 「特定の損失」とは，将来発生することが条理上予測しうる損失
（損失の見越し〉をいう，としている（蓮井良憲「商法第287条の2の特定引当金の
法理」企業会計25巻4号〉。
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金よりも広い範囲となる（もっとも条件付債務等は含まれないが……〉。
このように引当金を規定する条文の解釈に弾力性があるところから，実務上
は会計理論の立場を超えて広汎に利用されているものと考える。しかし商法は
債権者利益の保護とし、う伝統的な立場に立っているので，そのことは一概に排
斥されるべきものではなし、。引当金科目の設定は，純財産の算定に対して保守
的に作用し，債権者保護の精神にも合致するからであるO したがってそこには
引当金適用の領域が多分に拡大される危険性が残るのである。
商法における引当金の範囲が広く，かつ経理操作にも利用されやすい項目で
あるとすれば，その設定は配当可能利益の算定に直接影響することとなる。そ
こで引当金の計上は，会社の自由意思に委ねられているが，株主の利益保護の
ために，最終的には，計算書類の承認という形で株主総会が決定するとされる
のであるO 株主総会が引当金の設定に関し，修正を加えて承認できるというの
が通説であるO しかしそのような効果を期待することは妥当ではないという
位）
見解もあるO
ともかく引当金の設定を株主総会の権限事項とすることは，負債性引当金と
利益性引当金（利潤の費用化〉の混在を許すことになりかねなし、。他方，株主
総会の承認をえられない引当金は，たとえ健全な会計基準に合致していても，
その設定は否定されるであろう。利益性引当金は任意準備金と類似する。前者
が負債項目（ただし擬制項目〉であり，後者が利益処分項目である点を除いて
…。しかし利益性引当金は，その実「特定引当金」という「みの」をまとっ
ω評価性引当金も当期発生の見積費用として引当金の属性を具えているが，間接法に
よる資産評価の匡正項目であって独立のものとは考えられないから，商法上の引当金
には該当しない（通説〉。しかし，負債性引当金および評価性引当金は，財務諸表示
のために存在するものであって，決して，引当金の本質に関する概念ではないとする
見解がある（江村稔「ヲ｜当金の本質と記載方法」会計88巻5号，山下勝治「評価性引
当金疑義論」産業経理24巻12号，阪本安一「会計上の引当金と準備金」産業経理21巻
9号〉。
(12）竹内敏夫「ヲ｜当金について」企業会計14巻4号。
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た秘密積立金であるO 商法は，資産の原価主義評価にみられるごとく，秘密積
立金の設定を禁止・抑制しているはずであるO いずれにしても商法の基本理念
である「債権者保護主義」一一資本維持原則一一ーは，引当金の設定に対する歯
止めとはならないであろう。一般に引当金の設定は，負債の増加（負債性引当
金の場合〉利益の留保（利益性引当金の場合〉あるいは資産の減少（評価性引
当金の場合〉とし、う貸借対照表的効果をもたらし，これによって配当可能利益
は縮少され，資産の流出が抑制されるから，債権者の担保財産は保持されても
減少することはないのであるO
商法は，引当金を貸借対照表の負債の部に計上するときは，その目的を貸借
対照表で明らかにしなければならないものとした。他方，引当金をその目的外
に使用するときは，損益計算書でその理由を明らかにしなければならないとし
た。他に流用する幣害を防止するためであるO 目的外の取崩額は損益計算書に
(1司商法学者の見解は， 287条の2の引当金を厳格に解し，会計上の負債性引当金より
広いものではないとする（ただし条件付債務等は除かれる〉。「引当金を貸借対照表
の負債の部に記載することを認めた趣旨は，…費用収益対応の原則を充分に適用して
収益力をできるだけ正確に表示させることともに現在の一般の会計慣行を認めて行こ
うということにある。」（田中誠二「前掲書」 579-580頁，しかし，法務省筋の見解に
は広義説が多い。
制竹内敏夫「負債性引当金とその法的規制」産業経理21巻4号「擬制負債の計上は，
企業の財政的基礎を強固にする作用をもつものである。商法があえてこれの計上につ
いて，積極的な制約を加えることのなかった理由はここにある。」（阪本安一「商法に
おける会計理論」会計87巻2号〉
会計上，引当金における費用計上は，発生主義を拡大したものとしての発生原因主
義（Aufwandsverursachungsprinzi p）をよりどころとして是認される（山下勝治「会計
学一般理論」 46頁，土岐政蔵「経営計算論J17頁〉。いま 1つの見解は，（期間的）費
用収益対応原則を論拠として引当金の設定が容認される（中島省吾「費用収益対応と
引当金」企業会計16巻6号，佐藤孝一「引当金の基本的特質」企業会計26巻6号，江
村稔「会計原則修正案における引当金批判」会計97巻2号）。 しかし，発生原因の存
在や対応関係の認識には判断をともなうから，適正基準を超えて主観的に，費用計上
が拡大されるおそれがある。これに恰好の素地を与えたものが， 287条の2の規定で
あることは否定できない。
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特別利益として示される（規則42条〉。
企業会計原則修正案〔注14〕は，引当金を整理するものとして，つぎのよう
に定めている。 「負債性引当金以外の引当金を計上することが法令によって認
められているときは，当該引当金の繰入額又は取崩額は未処分損益計算の区分
に記載する。なお，これらの引当金の残高については，貸借対照表の負債の部
に特定引当金の部を設けて記載する。」ここで「法令」とは，具体的には商法・
税法・租税特別措置法をさしている。それにしても，商法上の引当金を，元来
留保的性格のものとしてのみ制定されたと解することには，疑問が残るようで
あるO
法人税法（42条～51条〉は，圧縮記帳の手段として，引当金の設定を許容し
ているO 例えば固定資産圧縮引当金，保険差益引当金がそれである。この種の
引当金の性格は甚だ暖昧であって，控除性引当金でもなければ，負債性引当金
でもなし、。といって将来の損失のための引当金とみなすわけにもいかなし、。一
種の利益留保性のものであろう。また租税特別措置法（53条～57条の 7）は，
産業の保護・育成のための経済政策上の一環としてくすなわち恩典計算の手段
として〉， 引当金方式を利用した。もっとも準備金という名称を付してはいる
カL・h ・－。税法や租税特別措置法における上記引当金・準備金に対し，沼田教授
は，それぞれ「税務差額勘定」「税務修正勘定」のごとき科目で処理すべきこ
とを提唱されている，
改正商法による擬制項目の導入によって，貸借対照表上の純資産額は，もは
や会社に現存する純財産額ではなく，貸借対照表上の資産の部に記載される諸
（同 「損益法にもとづき，費用収益対応の原則を充分に行うための必要により，また現
在の会計実務上引当金の計上は一般慣行として行われていることに応ずるために，債
務たる法的性質を有しない引当金」として計上されたものである（田中誠二他著「コ
ンメンター ル会社法」 962頁〉。
(16)(17) 沼田嘉穂「引当金の本質について」産業経理30巻3号。
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項目（擬制資産をふくむ〉の合計額と，負債の部に記載される諸項目〈擬制負
債をふくむ〉の合計額との計算的差額にすぎないものとなった。したがって資
本等の純財産拘束機能および配当規整機能は，かかる計算的差額を基礎として
その限度額が劃されるものであることは注目されよう。
(18) 江村稔「ヲ｜当金の意義と本質j企業会計25巻4号。
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